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わが国では，近い将来に大規模・広域的な地震の発生により，莫大な人的被害が想定されている．その

中でも高齢者・乳幼児・障がい者などの「避難行動要支援者」は，第 3 者による避難支援を必要とする．

特に「乳幼児」に着目すると，避難時には基本的には保護者とともに避難を行うこととなる．しかし，乳

幼児を持つ保護者の避難選択時の要因は明らかになっていない．本研究では，日本有数の観光都市である

石川県金沢市を対象として，乳幼児を持つ保護者の避難選択要因を明らかにする．選択型コンジョイント

分析を行った結果，乳幼児を持つ保護者の避難選択要因が明らかとなり，金沢を観光する乳幼児を持つ保

護者に対しても有効な要因であることが明らかになった． 

     Key Words: large-scale earthquake disaster, infants, evacuation, supplies for infants 

 

 

1.  本研究の背景と目的 

 

 

(1) 本研究の背景 

 

我が国で近年頻発する大規模地震災害時には，乳幼児，

高齢者，障がい者などの災害時要配慮者の人的被害が大

きいことが知られている．東北地方太平洋沖地震時には，

道路ネットワークの断絶などにより被災地外からの支援

物資供給に遅れが見られ，被災地内の要配慮者のニーズ

に適切に応えることができず，困難を強いられたケース

が存在した 1)．特に，要配慮者の中でも「乳幼児」は自

己の判断能力に乏しく，身体的に虚弱であることから，

特別な配慮が求められる 2)．また，離乳食・幼児食等，

乳幼児のみに必要な物資が求められるため，災害時にお

いて必要な乳幼児向け物資についての検討を事前に行う

ことが必要であると考える．また被災地外からの物資供

給が行われるまでの期間内は，乳幼児に必要な物資を被

災地内の備蓄などでまかなう必要がある．このように，

支援物資の供給が機能しない状況下では，避難所の備蓄

に頼ることになるため，避難所への避難要因をあらかじ

め明らかにしておくことは重要である． 

(2) 本研究の目的 

 

金沢市内の幼稚園・保育園等に通う乳幼児の保護者を

対象に，家庭での物資の備蓄および存在量の実態や避難

所に避難する条件などに関するアンケート調査を実施す

る．アンケート調査の分析手法等の詳細については後述

するが，家庭内に存在する実際の備蓄量及び乳幼児が持

つ家庭の避難所へ避難する際の判断に最も影響を及ぼす

要因を明らかにする． 

 

 

2.  既往研究の整理と本研究の位置づけ 

 

本研究を進めるにあたり，災害時の乳幼児に関する既

往研究の整理を行い，本研究の位置づけを行う． 

 

(1)  災害時の乳幼児に関する研究 

災害時の乳幼児に関する研究については多数存在する． 

松澤ら 3)は，東日本大震災を経験した通園している乳

幼児の母親の災害への「備え」の現状を明らかにするこ

とを目的に，乳幼児の母親に対するアンケート調査を行

った．その結果，9 割以上の母親が災害に対して「備え」

を実践し，その内容としては，水や食料，懐中電灯等の

備蓄が多い一方，子供や保育園との連絡方法等の備えは
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少ないことが得られた．以上より，家庭内の連絡方法等

の「備え」の行動化に向けた保護者と子どもへの防災教

育等の方策の必要性が示唆された． 

河野ら 4)は，ライフラインが使用不可能な災害時にお

ける子供の食生活の実態を把握することを目的に，新潟

県中越地震時の中心被災地である小千谷市を対象に，当

時の子供たちの食生活の実情に関するアンケート調査を

行った．結果として，自宅や自宅周囲に避難した者のう

ち多くが自宅の保存食を食べていたことや自宅周囲に避

難した者の一部は救援物資を利用していたことなどが明

らかとなった． 

森崎ら 5)は，保護者が園児の食料を自ら調達する「防

災リュック」について，防災リュックの中身に関して，

質・量について 3年間の変化と準備する際の不安点など

の意識構造を明らかにした．結果として，防災リュック

の中身を通した保護者の防災意識の変化，準備意識を把

握し，防災リュックの実装に向けた有用性が示された． 

 

(2)  本研究の位置付け 

 

 本章(1)にて整理した既往研究では，災害時における

乳幼児の食生活の実態把握や備えに関する研究は行われ

ているが，実際に地域に存在する乳幼児の避難者数，指

定避難所で必要となる物資量・質の研究は行われていな

い．また，家庭での備蓄の実態や避難所への避難条件な

どに関する研究も行われていない． 

 本研究では，家庭での物資の備蓄および存在量の実態

や避難所に避難する条件などに関するアンケート調査を

実施し，大規模地震発生時の乳幼児を持つ家庭での防災

意識の把握・分析をする．これらを目的とする本研究は

新規性があり，今後の避難所内の備蓄計画の作成の際に

参考となる可能性が考えられる． 

 

3.  石川県金沢市の概要と乳幼児の全体分布 

 

本章では分析対象とする石川県金沢市で想定される地

震動，指定避難所の分布，乳幼児人口の分布を把握する． 

 

(1) 分析対象地・石川県金沢市の概要 

石川県金沢市は，本州中央部の日本海側にある石川県

の中央に位置する．人口は460,379人（令和4年6月1日

時点），世帯数は 210,250 世帯であり，面積は 468.64km2

である． 

また，石川県金沢市で想定される地震としては，森

本・富樫断層で発生するものがある．金沢市の予測震度

は図-1 に示す通りである．図-1 から，金沢市の沿岸部

から中央部にかけて震度が大きくなっており，また，指

定避難所が震度の大きい場所に集中していることが確認

できる． 

 

(2) 乳幼児の全体分布 

 

石川県金沢市から提供していただいた「住民基本台帳

データ」によると令和 4年 4月時点では金沢市における

乳幼児（本研究では 0~4歳と設定）数は 16,540人であり，

内訳は 0歳が 18.4%，1歳が 19.2%，2歳が 19.5%，3歳が

20.8%，4 歳が 22.1%となっている（図-2）．また，町字

別の乳幼児の数は図-3 に示すように，沿岸部から金沢

市中央部にかけて多くなっており，山間部に行くほど少

なくなっていることがわかる．また，金沢市の面積の半

分以上を占める町字で，乳幼児の数が 1 番低い階級の

0~10人であり偏りが生じていることがわかる． 

 
図-1 金沢市の計測震度  

 

図-2 乳幼児人口の内訳  

 

図-3 乳幼児人口の町字毎の分布  
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4.  家庭内に存在する乳幼児向け物資量及び，避

難意識に関するアンケート調査の概要 

 

(1) アンケート調査の目的 

 

家庭内に存在する実際の備蓄量，乳幼児を持つ家庭の

災害意識，乳幼児を持つ家庭の避難所へ避難する際の判

断に最も影響を及ぼす要因等を明らかにすることを目的

とする． 

 

(2)  アンケートの調査方法・対象・実施日 

 

 本調査では紙媒体によるアンケート調査を実施した．

アンケートの対象は金沢市内に住む乳幼児（0～4 歳）

を持つ保護者とした．金沢市内の認定こども園・幼稚

園・保育所の内，事前に許可を得た 11 園を対象とし各

園に郵送したアンケート用紙の配布を依頼した．アンケ

ート用紙ついては，郵送での回収が可能な状態で各園に

配布した．2022年12月6日に各園へ発送し，2023年1月

20日までに回収した調査票を分析対象とした． 

 

(3)  基礎集計結果 

 

 アンケートは表-1に示すように，こども園では1園，

幼稚園では 2園，保育所では 8園から調査協力の承諾を

得ることができた．また，こども園では 58 部，幼稚園

では89部，保育所では406部配布し，回収率については

こども園では22.4%，幼稚園では15.7%，保育所では22%

という結果になり，比較的多くのサンプルを得ることが

できた．また，図-4 にアンケートを協力いただいた保

育施設の分布について示した．金沢駅よりも海側に位置

する施設がほとんどであり，人口分布に沿っていた．ま

た人口が多いエリアでは均等に位置する施設にアンケー

トの協力を得ることができた．山間部には保育施設が少

なく，許可を得られたのも 1施設のみであった． 

 本アンケート調査は 0~4歳の子どもを持つ保護者に対

して行った．回答者の年齢を図-5 に示した．保護者の

年齢が 21歳~25歳である割合は 1.9%，26歳~30歳である

割合は 10.4%，31歳~35歳である割合は 31.1%，36歳~40

歳である割合は 38.7%，41歳~45歳である割合は 15.1%，

46歳~50歳である割合は 2.8%という結果となった． 

また，乳幼児を持つ家庭における 60 歳以上との同居率

は図-6に示すように 14.2%であった．また，60歳以上が

同居している家庭かつ，3 世代世帯であると確実に言え

る家庭の割合は 12.5%であった．これは全国の 3 世代世

帯割合 6)の 4.9%に比べて高い結果となっている． 

 

 

 

5.  家庭内に存在する乳幼児向け物資量に関する

分析 

表-1 アンケートを実施した施設数と回収結果  

 

 

 

図-4 アンケートを実施した保育施設の分布 

 

図-5 回答者の年齢別割合（N=106）  

 

 

図-6 乳幼児がいる家庭に60歳以上が同居している割合 

施設数 配布数 回収数 回収率

こども園 1 58 13 22.4%

幼稚園 2 89 14 15.7%

保育所 8 406 90 22.2%

合計 11 553 117 21.2%

高齢者と暮らしている 高齢者と暮らしていない
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(1) 家庭内に必要な乳幼児向け物資の選定 

 

家庭内に存在する乳幼児向け物資量を質問するにあた

って物資の種類をミルク，離乳食，幼児食，おやつ，オ

ムツ，おしりふきの 6種類に定めた．この 6種類に関し

ては，Karleen D Gribbleら7)の研究と桧垣 8)の研究を参考に

定めた． 

 

(2) 家庭内に存在する乳幼児向け物資量の集計結果 

 

 本研究では，各家庭の備蓄量，買い足す目安の量，買

い足す量，について調査を行い，家庭内に備蓄してある

量と買い足す目安の量の合計が，家庭内に最低存在する

量であると定義した．また，各物資について家庭内に存

在する量が 3日分に達しているかを比較した．今回は代

表して，おやつ及びおむつについて図-7，図-8 のよう

に示しす．おやつについて家庭内に最低存在する量が必

要量に達していた家庭数は 22 家庭であり，割合にして

34.9%であった．おむつについて家庭内に最低存在する

量が必要量に達していた家庭数は 36 家庭であり，割合

にして 45.0%であった． 

 

 

6.  乳幼児の子どもを持つ家庭の災害意識と避難

要因に関する分析 

 

(1) 災害意識及び避難意識に関する基礎集計 

 

図-9に示すように震度7程度の大規模地震が起こった

際に避難すると答えた人は66.1%，避難しないと答えた

人は33.9%であった． 

また，避難すると答えた人が具体的にどこに避難する

のかについて図-10にまとめた．避難所に避難する，を

選んだ人は65.7%，被災していない親戚等の家に避難す

る，を選んだ人は16.2%，車中泊する，を選んだ人は

15.1%，その他を選んだ人は3.0%であった．また，その

他を選んだ人は，状況によって最も高いところに避難す

る，駅の方に避難する，などの意見が見られた． 

これらの結果から避難所の重要性が明らかとなり，多

くの乳幼児が避難所へ避難することも想定するべきであ

ることが明らかとなった． 

さらに，避難所内の物資の把握状況に関する集計を行

い，図-11に示すように，避難所にどのような物資が備

蓄しているのかについて，把握していると答えた人は

118人中1人であり，割合にして0.8%であった． 

 

(2) 避難要因に関する調査概要 

 

図-7 家庭内における1人あたりのおやつの存在量と必要量の比較 

 

図-8 家庭内における1人あたりのおむつの存在量と必要量の比較 
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避難要因に関する調査には，選択型コンジョイント分

析を用いる．コンジョイント分析とは，いくつかの要素

を組み合わせた「商品全体」を評価してもらうことで、

それぞれの要素が商品の選択に対して、どの程度の影響

を与えているかを調べる際に主に用いられるものである．

本研究では，震度，家庭内の備蓄量，避難所内の備蓄量，

季節，天候，時間帯，乳幼児のケガの有無，5歳以上の

同居家族のケガの有無，避難所の乳幼児へのプライバシ

ー・衛生環境，の9項目について問うた． 

 また，分析手法には条件付きロジットモデルを利用し

た．説明変数𝑥を変化させた9項目として確定効用𝑉を算

出する式(1)．各選択肢がその効用（満足度）によって

選ばれ，効用が各属性（説明変数）の係数によって変化

するという前提条件に対して，実際に回答者が選んだ選

択肢の結果から，その尤度を計算した．算出した尤度が

最大になるように各説明変数の係数を求める，最尤推定

法を用いて各説明変数の係数の推定値を求めた．その結

果が図-12である． 

𝑉 = 𝛼1𝑥1 + 𝛼2𝑥2 +⋯+ 𝛼9𝑥9 + 𝛽 (1) 

求めた係数の推定値から算出した確定効用によって，

避難確率Pを求めた式(2)． 

 

𝑃 =
𝑒𝑥 𝑝(𝑉)

𝑒𝑥𝑝(𝑉) + 1
(2) 

   

震度について，震度以外のパラメータを避難所への避

難確率を最も上げるように設定した避難確率の上限値，

震度以外のパラメータを避難所への避難確率を最も下げ

るように設定した避難確率の下限値，震度以外のパラメ

ータを平均値に設定した避難確率の平均値は図-13，図-

14に示すようになった． 

 

図-9 震度7の地震発生時，乳幼児を連れた避難可否に関する集計結果 

 

図-10 避難場所に関する集計結果 

 

図-11 避難所内の物資の把握状況 

 

図-12 各説明変数の係数の推定値 

 

図-13 避難確率の上限値及び下限値の震度による変化 

 

図-14 避難確率の平均値の震度による変化 
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 これらの結果から，震度は大きくなればなるほど避難

所へ避難しようとする傾向があることが明らかとなった． 

 同様にして家庭内の備蓄量についても避難確率の上限

値，下限値，平均値を図-15，図-16に示した． 

 これらの結果から，家庭内の備蓄量は量が少ないほど

避難所へ避難しようとする傾向があることが明らかとな

った． 

 

  

7. まとめと今後の課題 

 

(1) 本研究のまとめ 

 

本研究では本研究では大規模地震を想定し，乳幼児を

持つ家庭の災害意識や，避難所への避難要因を調査・分

析することで，災害時要配慮者である乳幼児への大規模

地震発生時における対応，支援について新たな知見を得

ることを目的とした． 

アンケート調査による家庭内の備蓄量の実態調査を行

い，各家庭の家庭に存在し得る各家庭に最低限存在する

最小物資量と最低限必要な量（3 日分）との比較を行っ

た．結果として，ほとんどの物資に関して，3 日分確保

できていない家庭が多いことが明らかとなった 

避難所への避難要因については，アンケート調査によ

って集計を行い，選択型コンジョイント分析を用いて分

析を行い，各避難要因が避難確率に及ぼす影響を明らか

にした． 

 

(2) 今後の課題 

 

本研究で実施したアンケート調査は，石川県金沢市対

象とし，限定的に行ったため，分析結果が地域性に左右

されたものとなっている可能性が考えられる．より普遍

的な分析結果を得るためには，アンケート対象地につい

て調査範囲を広げる必要がある． 

 家庭内に存在する乳幼児向け物資量に関する分析では，

集計する物資の種類をあらかじめ設定して行った．その

ため，実際に乳幼児が使用するすべての物資を考慮した

調査や分析を行うことができていない．今後は，家庭内

の乳幼児向け物資の詳細な把握を行い，家庭内に存在す

る乳幼児向け物資量についてより正確な分析を行う必要

がある． 

 乳幼児を持つ家庭の避難要因に関する分析について，

本研究では選択型コンジョイント分析を用いた．選択型

コンジョイント分析を行うにあたって，避難確率との関

係を調査する避難要因を 9つ設定した．しかし，選択型

コンジョイント分析では，調査する避難要因の数が多い

ほど回答の難易度が高くなるという欠点がある．選択の

難易度を下げるため，アンケート調査票の表記方法に工

夫を加えるなどの改善をしていく必要がある．また，条

件付きロジットモデルを用いて各避難要因の係数の推定

値を求めた際に，誤差項が大きくなった．この課題を解

決するため，避難要因として考えられる変数の再検討と

それに伴うサンプル数の増加を行う必要がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-15 避難確率の上限値及び下限値の家庭内の備蓄量による変化 

 

図-16 避難確率の平均値の家庭内の備蓄量による変化 
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ANALYSIS OF EVACUATION FACTORS FOR PARENTS WITH INFANTS AND 

TODDLERS IN THE EVENT OF A LARGE-SCALE EARTHQUAKE DISASTER 

 
In Japan, a large-scale, wide-area earthquake is expected to cause enormous human suffering in the near 

future. Among them, "persons requiring evacuation support" such as the elderly, infants, and persons with 

disabilities will require evacuation support from a third party. In particular, "infants and toddlers" are basi-

cally expected to evacuate together with their guardians during an evacuation. However, the factors that 

influence the evacuation choices of parents with infants and toddlers have not been clarified. In this study, 

we investigate the factors that influence the evacuation choice of parents with infants in Kanazawa City, 

Ishikawa Prefecture, one of the most famous tourist cities in Japan. The results of a choice-type conjoint 

analysis revealed that the evacuation choice factors of parents with infants and toddlers are effective factors 

for parents with infants and toddlers who are sightseeing in Kanazawa. 
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